
お問い合わせは都道府県労働局雇用均等室へ

［受付時間 8時30分～17時15分（土・日・祝日・年末年始を除く）］

厚生労働省ホームページ ＞ 政策について ＞ 分野別の政策一覧 ＞ 雇用・労働 ＞ 雇用均等
＞育児・介護休業法・次世代育成支援対策推進法について
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/ryouritu.html
＞事業主の方へ＞事業主の方への給付金のご案内
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html

詳しくは厚生労働省のホームページへ

雇用均等室では、事業主の皆さまからのご相談も無料で受け付けています。

高知労働局雇用均等室
〒７８０-８５２６ 高知市南金田１－３９

（TEL）０８８ー８８５－６０４１ （FAX）０８８－８８５－６０４２

期間雇用者が育児休業を取得する際に利用できる助成金があります。
労働者の仕事と家庭の両立支援の取組にご活用ください。

中小企業両立支援助成金のご案内

代替要員確保コース

育児休業取得者が育児休業終了後原職等に復帰する旨の取扱いを就業規則等に規定し、育児休
業中に休業取得者の代替要員を確保し、かつ、休業取得者を原職等に復帰させた中小企業事業主
に支給する。

支給対象労働者１人当たり １５万円

※１企業当たり５年間、１年度延べ１０人まで

支給額

１人目 ４０万円 期間雇用者の育児休業取得者が正社員として
復職した場合

１人目１０万円加算２～５人目 ５万円加算２人目から５人目まで １５万円

期間雇用者継続就業支援コース

期間雇用者と正社員が同等の要件で利用できる育児休業制度、育児短時間勤務制度を就業規則
等に規定し、期間雇用者の育児休業取得者を原職等に復帰させ、６か月以上継続して雇用した中
小企業事業主であって、仕事と家庭の両立支援制度を利用しやすい職場環境の整備のため、研修
を実施する事業主に支給する。（※育児休業を終了した期間雇用者が平成25年4月1日以後平成28
年3月31日までに出た事業主が対象。）

育休復帰支援プランコース

「育休復帰プランナー」による支援のもと「育休復帰支援プラン」を策定及び導入し、対象労
働者が育休を取得した場合及び当該育休取得者が復帰した場合に、中小企業事業主に支給する。

支給対象事業主１回当たり ３０万円
※１企業当たり １回目：プランを策定し、育休取得した時
２回まで ２回目：育休者が職場復帰した時

【平成27年度予算案】研修に係る要件を緩和することを予定しております。

【平成27年度予算案】以下のことを予定しております。
・支給額の増加 ・対象育児休業者が期間雇用者の場合の加算 ・くるみん取得事業主への支給対象期間の延長

【平成27年２月から施行】

【平成27年度予算案は国会で審議され、国会の審議により、両立支援等助成金の内容が決定されます。
両立支援等助成金の平成27年度予算案の内容は厚生労働省ホームページをご覧ください。】

●育休復帰プランナーによる支援については、（株）パソナ「育休復帰支援プロジェクト運営事務局」
（TEL03-6734-1304）へお問い合わせください（平成27年３月まで）


